
１　自己負担額について

 これまでの応能負担（所得が多いほど自己負担が高くなる）から原則１割負担　
の応益負担に変わります。ただし表１のとおり月額負担額の上限設定があります。
　また、これまで実施しておりました自己負担額の２分の１を助成する制度は、

他の事業との整合性が取れないことから廃止されます。

表１ 【月額負担上限額表】

２　用具の給付から用具費の支給へ
　原則は用具費を全額支払ったあとで、９割分を千葉市に請求する償還払い方式

に改められますが、千葉市では、これまでどおり、自己負担分（１割）のみを業者
に支払い、９割分は直接業者に支払う、代理受領方式を取ります。

３　手続きの流れ
これまでの方法とほぼ同じです
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４　品目について
表２のとおり、廃止されたもの、補装具から日常生活用具に移行したもの、

日常生活用具から補装具へ移行したものがあります。
表２

５　その他
　本人又は世帯員のうち市民税所得割の最多納税者の納税額が５０万円以上の場合は、
補装具費、日常生活用具費ともに、支給対象外となります。

　なお、世帯の範囲は住民基本台帳での世帯が原則となりますが、住民票上同じ世帯で
あっても税制と医療保険で被保険者でなければ別世帯として扱うことができます。
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